
１．継続事業の前提に関する注記
該当なし

（１） 固定資産の減価償却方法
有形固定資産・・・定額法

該当なし

（１） 中小企業退職金共済に加入

　　当法人が作成する計算書類は以下のとおりです。
（１） 法人全体の計算書類（会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
（２） 事業区分別内訳表（会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）

当法人では、社会福祉事業のみのため作成していない。
（３） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

当法人では、拠点区分が１つのため作成していない。
（４） 公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。
（５） 収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
（６） 各拠点におけるサービス区分の内訳

①宝桜会拠点区分
　本部（社会福祉事業）
　さくら事業所（就労継続支援Ｂ型）

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりです。

土地
建物
定期預金
投資有価証券

７． 基本金又は固定資産の売却若しくは国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

該当なし

　 　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりです。

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

第三号第四様式
宝桜会拠点区分貸借対照表

平成30年度

社会福祉法人　宝桜会 平成31年3月31日
宝桜会 （単位 : 円）

資　産　の　部 負債および純資産の部

流動資産 49,231,638 51,962,902 -2,731,264 流動負債 370,918 356,023 14,895

  現金預金 44,328,579 47,771,062 -3,442,483   事業未払金 45,281 42,529 2,752

  事業未収金 4,830,852 4,149,098 681,754   職員預り金 325,637 313,494 12,143

  原材料 72,207 42,742 29,465 負債の部合計 370,918 356,023 14,895

固定資産 23,264,092 21,885,351 1,780,998 基本金 10,000,000 10,000,000

 基本財産 10,000,000 10,000,000   基本金 10,000,000 10,000,000

  定期預金 10,000,000 10,000,000 国庫補助金等特別積立金 -143,750 -143,750

 その他の固定資産 15,045,090 13,264,092 1,780,998   国庫補助金等特別積立金 -143,750 -143,750

  機械及び装置  4 4 その他の積立金 9,905,000 8,965,000 940,000

  車輌運搬具 1,006,250 1 1,006,249   人件費積立金 5,245,000 4,579,000 666,000

  器具及び備品 1,133,836 1,299,087 -165,251   修繕費積立金 330,000 330,000

  権利 3,000,000 3,000,000   備品等購入積立金 3,430,000 3,156,000 274,000

  人件費積立資産 5,245,000 4,579,000 666,000   工賃変動積立金 900,000 900,000

  修繕費積立資産 330,000 330,000 次期繰越活動増減差額 54,144,560 55,905,971 -1,761,411

  備品等購入積立資産 3,430,000 3,156,000 274,000   次期繰越活動増減差額 54,144,560 55,905,971 -1,761,411

  工賃変動積立資産 900,000 900,000 （うち当期活動増減差額） -821,411 -886,318 64,907

 純資産の部合計 73,905,810

負債及び純資産の部合計 74,276,728

74,870,971 -965,161

  

計算書類に対する注記（全体）

３． 重要な会計方針の変更

４． 法人で採用する退職給付制度

75,226,994 -950,266資産の部合計 74,276,728 75,226,994 -950,266

0 0

当期増加額 当期減少額
0 0 0

２．重要な会計方針     

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の種類 前期末残高

合　計 10,000,000 0 0

当期末残高
0

0 0 0 0
10,000,000 0 0 10,000,000

0
10,000,000

８． 担保に供している資産

９． 有形固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

資産の種類 取得価額 減価償却累計 当期末残高

0

機械及び装置 4,676,250 4,676,246 4
車両運搬具 1,150,000 143,750 1,006,250

器具及び備品 3,865,893 2,732,057 1,133,836
合　計 9,692,143 7,552,053 2,140,090

　　　を明らかにするために必要な事項

１０．債権、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

１２．関連当事者との取引の内容

１３．重要な偶発債務

１４．重要な後発事象

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態


